利　用　上　の　注　意
１　第11回日本標準産業分類（平成14年3月改正）により、平成13年の民営事業所総数から「個人経営」のもやし製造業は除外した。

２　新設の分類項目については、組み換えのできなかったものがあり、この場合、その分類項目を「…」で表した。

３　実数について該当しないものは「－」で表した。

４　独立行政法人等は今回の調査では「民営」の事業所として集計されているが、平成１３年事業所・企業統計調査では「国，地方公共団体等」の事業所として集計されている。
５　平成１３年事業所・企業統計調査の産業分類別の数値は、日本標準産業分類（平成１４年３月改訂）に組み替えたものである。
８　構成比は、小数点第２位を四捨五入したため、個々の数値の合計が総数と一致しない場合がある。

９　異動状況の割合（年率）は、それぞれ次式により算出した。

新設事業所数÷６０月（前回からの経過月数）×１２月

· 新設率（年率）＝　
[image: image1]　　×１００
平成１３年事業所数
廃業事業所数÷６０月（前回からの経過月数）×１２月

・  廃業率（年率）＝　
[image: image2]　　×１００
平成１３年事業所数
※小数点第２位以下の端数については、四捨五入した。
10 増加率（年率）は、次式により算出した。
　　　　　　　　　　　　　　　　     当該調査の事業所（従業者）数

・  増加率（年率）＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－１　　 ×１００

　　　　　　　　　　　　　　　　     前回調査の事業所（従業者）数

　　
 m：前回調査年月日と当該調査年月日の間の月数
· 小数点第２位以下の端数については、四捨五入した。
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